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資料２ー１

重点施策の進捗状況・令和７年度の施策
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産業・業務
脱炭素経営の導入促進
省エネの徹底、再生可能エネルギーの最大限導入、熱利用の脱炭素化

今後の方向性
（再掲）

・産業部門の排出量は全体の中でも大きな割合を占める
⇒ 引続き、着実な削減に向けて、企業等への働きかけを継続

・脱炭素と経済成長の両立を図り、社会・消費者に選ばれ続けるため県内企業の「GX
対応」を促す
⇒ 情報提供、技術的支援 （ノウハウ等の普及、専門家派遣等）

省エネ支援（課題の可視化や効率化、設備更新に係る支援）
再エネ設備の導入支援
先進的な取組みの発信・PR等

令和７年度の
施策

（製造業等）

・富山型ＧＸ推進事業 ［エネルギー政策課］
GＸ取組み手引書の内容周知と併せて国や自治体の支援制度に関して情報提供、早期の対応と実装を促す

・脱炭素化モデル中小企業育成事業 ［エネルギー政策課］
設備導入に係る補助を継続し、実装を促進。再エネ導入促進事業（環政）と統合、予算、補助メニューを拡充

・中小企業トランスフォーメーション補助金 ［経営支援課］
エネルギー使用量の見える化・対策（設備導入等）に係る補助事業を継続し、中小企業のGX対応を促進。

＜業務部門＞
・各主体（業種）への情報提供、オフィスの脱炭素化の推進［関係室課］
GX取組み手引書を通じた建物のZEB化や省エネ・再エネ設備の導入等に係る情報発信
補助制度に関する情報提供等

※ 公共施設の省エネルギー化、再エネ設備の導入などについては「県庁の率先行動」として推進
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産業・業務
脱炭素経営の導入促進
省エネの徹底、再生可能エネルギーの最大限導入、熱利用の脱炭素化

令和７年度の
施策

（農林水産業、
建設業、
その他）

・環境にやさしい農業「みどり戦略」推進事業 ［農業技術課］
水稲の有機転換の促進（水田除草機の導入支援等）、有機農産物の活用拡大に向けた実需者との交流
会開催等

・環境保全型農業直接支援対策事業 ［農村振興課］
有機農業（そば等雑穀・飼料作物を除く）に取り組む場合の支援単価引上げ
（12,000円/10a → 14,000円/10a）

・省エネ設備の導入支援等 ［森林政策課、農産食品課］
林業成長産業化推進事業（高性能林業機械等整備助成ほか）、次世代施設園芸拠点における省エネ高
温対策機器本格導入（フルーツトマト栽培ハウス全棟（18棟)

・カーボンクレジットの創出等 ［森林政策課、農業技術課、水産漁港課］
森林Ｊ－クレジット及び農業Ｊ－クレジットにかかる情報提供等
海藻繁茂化推進研究（海藻のロープ移植の継続）

・建設業の生産性向上や省エネルギー化の支援 ［建設技術企画課］
ICT施工の推進（ICT現場体験会の開催など）
＜ICT施工による機械稼働時間の削減⇒省エネ効果＞



【中小企業トランスフォーメーション補助金】
・電力使用の見える化、省エネルギー対策 等
・2月25日より申請受付中（７月31日まで）

【脱炭素化モデル中小企業育成事業費補助金】
・再エネ（太陽光、蓄電池等）や省エネ設備の導入
・４月28日より申請受付中（７月31日まで）
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産業・業務 【補足】 令和７年度の主要施策詳細



【富山型ＧＸ推進事業】
・令和６年度に県内企業との協働で作成した『富山県版ＧＸ取組み手引書』の内容を周知するとともに、
補助制度についても積極的に発信し、県内企業の早期の対応と実装を促す。

5

産業・業務 【補足】 令和７年度の主要施策詳細

富山県版GX取組み手引書
～脱炭素社会を生き残るために～

GXセミナーの開催
【日時】 令和7年６月13日
【場所】 テクノホール（富山市）
【対象】 県内企業の実務担当者
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（抜粋） 富山県カーボンニュートラル戦略 資料編 表23

削減主体 担当室課 備考

製造業
ものづくり産業［鉄鋼･非鉄金属、化学、
機械、パルプ･紙、繊維、プラ・ゴム、食品
飲料、木材加工等］

商工企画課
エネルギー政策課※

経営支援課
(中小企業)

富山県ものづくり産業
未来戦略

施設園芸［省エネ設備］

食品関連事業者

農産食品課
(施設園芸、食品産業、
食品ロス)

富山県みどりの食料シ
ステム基本計画
富山県ものづくり産業
未来戦略
富山県食品ロス削減
推進計画

農業［省エネ型機械］

ｶｰﾎﾞﾝｸﾚｼﾞｯﾄ創出者［農地］
農業技術課
(エコ農業)

富山県みどりの食料シ
ステム基本計画

林業［省エネ型機械］

木材製造業
ｶｰﾎﾞﾝｸﾚｼﾞｯﾄ創出者［森林］

森林政策課
(林業、木材製造)

富山県みどりの食料シ
ステム基本計画
富山県森林・林業振
興計画

漁業［省エネ型漁船］

ｶｰﾎﾞﾝｸﾚｼﾞｯﾄ創出者［藻場］
水産漁港課
(水産業)

富山県みどりの食料シ
ステム基本計画
富山県水産業振興計
画

建設業 建設技術企画課
(建設業)

担当室課が中心となり、関係室課と連携して各主体へアプローチ削減策

［参考］産業部門 削減策と主体

※R7～新設
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（抜粋） 富山県カーボンニュートラル戦略 資料編 表23

削減主体 担当室課 備考

事務所、金融機関、店舗
百貨店、小売業売場
飲食店、理美容店
ホテル、旅館
公衆浴場
学校
病院、医療施設
児童福祉施設、老人福祉施
設、保護施設、障害者施設、
児童館、図書館、体育館
の使用者、管理者

各業種に応じた
関係室課

【主な担当室課】

経営支援課
（金融機関）

生活衛生課
（飲食業、理美容業、
宿泊業、公衆浴場）

医務課

こども政策課

高齢福祉課

障害福祉課

教育委員会

各業種の事業者
団体等

削減策

［参考］業務部門 削減策と主体

担当室課が中心となり、関係室課と連携して各主体へアプローチ
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家 庭
「富山型高性能住宅」の普及拡大
省エネ機器の導入、エネルギー管理の徹底、脱炭素型ライフスタイルへの転換

今後の方向性
（再掲）

排出量の削減・大幅な加速化に向けて、対策の強化が必要
・県民への効果的な情報発信
⇒ 実践の意義・必要性、導入メリットについて、本県の地域特性を踏まえた普及啓発や
状況の変化に対応した補助制度を効果的に発信し、実際の行動変容につなげる

・事業者等、関係者を巻き込んだ対策の推進
⇒ 消費財（住宅、電気・石油・ガス器具等）関連事業者等との連携により脱炭素型ライ
フスタイルの普及・PRを進め、くらし分野におけるGX関連製品・サービス取扱事業
者の育成・競争力を強化

令和７年度の
施策

（住宅・設備
関係）

・新 富山型高性能住宅の普及拡大 ［建築住宅課］
ZEH基準を上回る県独自基準を満たす高性能住宅の工事費に対する支援、及び普及啓発

・再生可能エネルギー導入促進事業 ［環境政策課］
住宅向けに太陽光発電設備、蓄電池等の導入経費を補助（最大６０万円など）

・省エネ家電への買い換え促進 ［環境政策課］
省エネ家電・機器（エアコン、冷蔵庫、LED、給湯器）を購入した県民へポイント交付

（参考） 県ウェブサイトによる普及啓発
「省エネ住宅のススメ」
必要な観点（断熱・気密、日射、高効率機器、通風・採光）や、補助金情報等をわかりやすく発信
「太陽光発電のススメ」
年間発電量は、雪国・富山と東京でほぼ同じ（条件不利ではない）、
太陽光で『作る電気』が『買う電気』よりもお得 などの情報を発信。
「省エネ家電・機器のススメ」
省エネ家電のメリットや、選び方、買い替えによる効果（節約金額など）を紹介。
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家 庭
「富山型高性能住宅」の普及拡大
省エネ機器の導入、エネルギー管理の徹底、脱炭素型ライフスタイルへの転換

令和７年度の
施策

（ライフスタイル
等）

・とやま環境未来チャレンジ事業［環境政策課］
小学生向け環境教育により、脱炭素型ライフスタイルへの転換を促進。

・カーボンニュートラル戦略推進事業［カーボンニュートラル推進課］
県内の商業施設や住宅展示場等に出展し、脱炭素とウェルビーイングを同時に実現する脱炭素型
ライフスタイルを提唱するとともに、設備導入等に係る各種補助制度等を周知、活用を促す。

そのほか、カーボンニュートラルについて楽しく学ぶことができる親子向けの体験型普及啓発ブー
スの企画・運営を実施。

体験型普及啓発ブース（R6）
環境チャレンジ教室の様子（R6）



【とやま省エネ家電購入応援キャンペーン】
・対象製品（エアコン、冷蔵庫、LED照明器具、高効
率給湯器）を購入した方へポイントを交付
・５月26日より申請受付開始

【再生可能エネルギー導入促進補助金】
・太陽光発電設備（自家消費型）や、太陽熱利用
設備の導入
・５月１日より申請受付中（１１月28日まで）
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家庭 【補足】 令和７年度の主要施策詳細
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家庭 【補足】 令和７年度の主要施策詳細

【カーボンニュートラル戦略推進事業】
・県内の商業施設や住宅展示場等に出展し、脱炭素とウェルビーイングを同時に実現する脱炭素型ライフ
スタイルを提唱するとともに、設備導入等に係る各種補助制度等を周知、活用を促すことで、早期の実装
を促す。

住宅太陽光発電導入に関する相談会
【日時】 令和7年5月10日・11日
【場所】 富山住宅公園（富山市）
【ブース来場者数】 150名

日付 場所 内容

6月15日（日）
ファボーレ
（富山市）

省エネ家電
買い替え促進
キャンペーン

7月13日（日）
イオンモール
高岡
（高岡市）

窓リフォーム
体感イベント

7月27日(日)
富山市ブール
バール広場等
(富山市）

KNBサマーフェス
ティバルにて
EV（電気自動車）の
PRブース出展

7月 黒部市内 エコハウスづくり
ワークショップ

10月11日（土）
12日（日）

高岡テクノ
ドーム
（高岡市）

とやま環境フェア
2025にて体験型
啓発ブースの出展

10月
市町村主催
環境イベント
等

体験型啓発ブース
の出展（3件程度）

＜今後の予定＞

・再生可能エネルギー導入促進補助金（富山県）
について紹介
・いま、太陽光で『作る電気』は『買う電気』より
もお得

とやま省ｴﾈ家電
購入応援ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

EV導入支援事業
費補助金

先進的窓リノベ
2025事業（国）

富山型
高性能住宅

※住宅あたり延べ面積
全国１位

※太陽光発電の年間発電量は、富山と東京でほぼ同じ
本県の再エネ導入ポテンシャルは、太陽光が最大

※世帯当たり
電気代支出全国上位

※世帯当たり自家用車
保有台数全国上位
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家庭 【補足】 令和７年度の主要施策詳細

【富山型高性能住宅推進事業】
・住宅分野でのカーボンニュートラルの実現やウェルビーイングの向上に向け、ＺＥＨを上回る富山県独自基
準を満たす高性能住宅の工事費等に支援を行うとともに、普及啓発を図る。

＜支援制度＞

新築
チャレンジ

10万円※

アドバンス（子育て世帯）
10万円※

アドバンス（その他）
70万円

既存改修
全体改修

200万円
ゾーン改修

１２０万円

※別途国補助金活用
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（抜粋） 富山県カーボンニュートラル戦略 資料編 表23

削減主体 担当室課 備考

住宅関連業
住宅建築、建築士、宅建

取引等

建築住宅課
（住宅）

富山県住まい・まち
づくり計画

消費生活用製品小売
電気・石油・ガス器具

消費者団体

県民生活課
（消費生活用製品小売、消
費者団体）

富山県消費者教
育推進計画

県民
地域団体
小売店舗

環境政策課
（県民、地域団体、エコ・スト
ア）

環境とやま県民会
議
とやまエコ・ストア制
度
富山県環境教育
等行動計画

小中学生・高校生 教育みらい室

青少年、家庭成人 生涯学習・文化財課

削減策

［参考］家庭部門 削減策と主体

担当室課が中心となり、関係室課と連携して各主体へアプローチ
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運 輸
公共交通によるカーボンニュートラルへの貢献、電動車の導入拡大
物流の脱炭素化

今後の方向性
（再掲）

⇒課題解決と脱炭素化の同時実現を目指し、取組みを推進・強化

・次世代自動車の普及拡大、充電インフラ整備の促進 （補助金等）
・環境性能の高い公共交通車両の導入等の推進
・地域交通を利用する暮らし、宅配の再配達削減の呼びかけ等、県民のライフスタイルの転換に向け
た働きかけ
・県内企業の「GX対応」を促し、運輸・物流についても脱炭素化を促進（車の電動化、物流効率化、
モーダルシフト等）

令和７年度の
施策

・公共交通の利用促進［交通戦略企画課］
「電車・バスで行こう！」キャンペーンの実施、でんしゃ・バスまち店舗の拡充に向けた環境整備、
富山県MaaS利用拡大事業 （富山myroute推進協議会と連携）等

・EV導入促進事業［エネルギー政策課］
県民・事業者のEV導入を支援
充電インフラ設備の導入を支援（集合住宅、事業所等への設置も補助対象に追加）
＜普及啓発＞
県内のEV利用者実態を調査、調査結果を活用し普及啓発（経済的メリットや充電不安の解消等）

・燃料電池車両普及促進事業費補助金［エネルギー政策課］
国補助金への上乗せ補助（FCV、FCフォークリフト） 等

・宅配便の再配達削減［環境保全課］
「職場受取り」の推進（事業所認定）、「置き配」の普及啓発、学生や共働き世代等ターゲットに合わ
せた情報発信

・港湾地域における脱炭素化の取組みの促進［港湾課］
港湾施設内照明のLED化（伏木富山港（新湊地区）の国際物流ターミナル及び新湊マリーナ）
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（抜粋） 富山県カーボンニュートラル戦略 資料編 表23

削減主体 担当室課 備考

県民
市町村・交通事業者

交通戦略企画課
富山県地域交通
戦略

物流事業者、荷主事業者 立地通商課
物流効率化、モー
ダルシフト

港湾運送事業者 港湾課
CNP
モーダルシフト

事業者（乗用車・商用車）

水素充てんインフラ
エネルギー政策課※ FCV

県民・事業者（乗用車・商用
車）

充電インフラ
エネルギー政策課※ EV

県民・事業者
宅配事業者

環境保全課
宅配便の再配達
削減
エコドライブ

削減策

［参考］運輸部門 削減策と主体

担当室課が中心となり、関係室課と連携して各主体へアプローチ

※R7～新設
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再生可能エネルギー
太陽光発電の最大限導入、小水力発電の導入拡大と地域活性化、
再生可能エネルギー熱（地中熱、太陽熱等）の利用拡大、地熱発電の導入推進

今後の方向性
（再掲）

・設備導入の支援、並びに、導入メリット等に関する効果的な情報発信
（太陽光については「雪国で不利」とのイメージの払しょく）
・企業のGX対応の一環として、事業者の再エネ導入を促進・支援
・小水力発電等、民間主導による事業化に向けたきめ細かい伴走支援
（案件毎に異なる課題への対応、地域共生に向けた関係先の理解・巻込み）
・洋上風力発電、地熱発電等について、新技術の検討・事業化に向けた大規模な調査に向けた国
支援策等の活用

令和７年度の
施策

自家消費型太陽光発電の導入促進

・事業者向け：
脱炭素化モデル中小企業育成事業 ［エネルギー政策課］
中小企業ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ補助金（GX枠） ［経営支援課］

・個人（住宅）向け：
再生可能エネルギー導入促進事業 ［環境政策課］
県ウェブサイト「太陽光発電のススメ」による情報を発信

水力発電の導入促進
・県営水力発電所リプレース ［企業局電気課］
・小水力発電について、民間主導による事業化の伴走支援 ［エネルギー政策課］

地熱発電の導入促進
・立山温泉地域における地熱資源開発について、新技術の開発動向を調査、国等へ支援
の働きかけ ［企業局電気課］
・魚津地域でのバイナリー方式による地熱発電導入に向けた事業スキームの検討、及び
概略設計を実施 ［企業局電気課］



17

区分 主体 担当室課

自家消費型
太陽光発電

需要家（産業・業務） 各業種に応じた関係室課

需要家（家庭） 環境政策課

住宅関連業 建築住宅課

小水力発電

発電事業者 エネルギー政策課※

土地改良区
農村整備課
エネルギー政策課※

河川管理者 河川課

砂防堰堤管理者 砂防課

県営水力 企業局電気課

洋上風力発電 発電事業者 エネルギー政策課※

再エネ熱利用
（太陽熱、地中熱、
バイオマス熱等）

需要家（産業・業務） 各業種に応じた関係室課

需要家（家庭） 環境政策課

林業、木材製造業 森林政策課

［参考］再生可能エネルギー導入 相談窓口・担当室課

※R7～新設
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